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激甚化する降雨災害に対する鉄道インフラの
レジリエンス向上

1．はじめに

　近年発生した局所的強雨や広域連続強雨において、
鉄道インフラが被害を受け、鉄道運行に支障を及ぼす
事例が見受けられる。そこで、過去の降雨による鉄道
インフラの被害から得られた降雨災害の特徴を総括す
るとともに、鉄道総研が取り組んできた鉄道インフラ
のレジリエンス向上策を紹介する。さらに、最近の線
状降水帯を伴う災害に対する課題を挙げ、さらなるレ
ジリエンスの向上のための今後の取組みとして、診断・
補強技術、早期復旧技術の取組みのほか、国が進める

「流域治水」に対応した取組みについて述べる。

2．過去の降雨災害の特徴

　最初に鉄道インフラに被害を与えた最近の降雨
災害を概観する。令和元年東日本台風（台風19号）

による災害（2019年）は、記録的な大雨、暴風、高
波、高潮が特徴であった。総降水量は神奈川県箱根で
1000mmに達し、甲信から東日本を中心に多くの場
所で500mmを超過した。この大雨の影響で広い範囲
で河川の氾濫が相次いだほか、土砂災害や浸水被害が
発生した。鉄道インフラでは、JR東日本をはじめ多
くの鉄道の河川橋梁や山間部の谷埋め盛土に被害が生
じた（図1（a））。令和2年7月豪雨（2020年）は、西日
本から東日本の広い範囲に大雨をもたらした。特に7
月3日から8日にかけて発達した線状降水帯が九州地
方で多数発生し、記録的な大雨により球磨川などの大
河川で氾濫が相次いだ。鉄道インフラでは球磨川流域
や筑後川流域のJR九州の河川橋梁や河川沿いの盛土
等で甚大な被害が発生した（図1（b））。
　鉄道インフラのうち、降雨災害が発生する箇所とし
て、河川橋梁、河川沿いの盛土や集水地に位置する谷
埋め盛土が挙げられる。これらは増水による被災リス
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（a）令和元年東日本台風による大雨・暴風（2019.10.10～13）

（b）令和2年7月豪雨（2020.7.3～31）

図1　最近の降雨災害による鉄道インフラの被害例
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クを有する弱点箇所となりうるとともに、一旦被害が
発生すると復旧に時間を要することが知られている。
これらは、復旧にあたり河川協議や出水期の工事制限、
あるいは工事用進入路の確保のため、復旧に数か月か
ら数年を要することになる（表1）。
　このように最近の降雨による自然外力は巨大化し、
局所的強雨や広域連続強雨により増水が発生し、河川
近傍あるいは集水地形に存在する鉄道インフラが損傷
し、その損傷が進行し、被害拡大に繋がっている。被
災前後の鉄道インフラの機能は、被災直後に急激に低
下し、復旧とともに回復する曲線を描く（図2）。同図
において、鉄道事業者は「被災前の対応」のほか、「発
生中・初動の対応」、そして「復旧時の対応」を行うこ
とで、鉄道インフラの機能低下を小さく、また機能回
復を早めることを目指す（青の曲線から赤の破線へ）。
本講演では、これらの対応策のうち、ハード対策に着
目しこれをレジリエンス向上策と定義し、「被災前の
対応」と「復旧時の対応」の研究開発について論ずる。

　鉄道インフラのレジリエンスを高めるには、被災前
の検査・診断技術、補強技術のほか、被災後の復旧時
の早期復旧に寄与する技術が必要となる（図3）。ここ
でいう「検査・診断技術」とは、多数の鉄道インフラ
群から降雨災害に対して耐力の小さい弱点箇所を予め
抽出する技術である。抽出された弱点箇所に対して、

「補強技術」により粘り強い構造に変更する。これに
より鉄道インフラの路線ごとの降雨による被災リスク
を低減させることに繋がる。一旦、鉄道インフラに
被害が発生すると「早期復旧技術」が必要となる。こ
れは損傷を受けた鉄道インフラのうち無被害から軽微
な被害を判断し、運行再開に繋げる診断技術のほかに、
中程度から大被害の鉄道インフラのうち、中程度の被
害を判断し、被災構造物を再利用あるいは一部再利用
し、かつ補強し運行再開に繋げる技術である。以上は、
鉄道インフラの被害が重篤ではなく、取替え等の大規
模な工事が不要であり、損傷した既設鉄道インフラを
再利用に至る早期、かつ適切な診断と補強により、鉄

表1　河川橋梁、河川沿いの盛土/谷埋め盛土と復旧

図2　被災前後の鉄道の機能とレジリエンス向上
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道インフラの早期復旧に寄与する技術となる。一方、
大被害を受けた鉄道インフラは再利用ができないため、
再構築による取替えが必要となる。したがって、運行
再開や復旧に時間を要することとなるが、この場合に
ついても仮復旧により早期の運行再開に繋がる段階的
復旧法が求められる。

3．鉄道インフラのレジリエンス向上策

　次にこれまで鉄道総研が取り組んできた鉄道インフ
ラのレジリエンス向上策を紹介する。

3.1　被災前の検査・診断技術
　被災前の検査・診断技術として、河川橋梁を例に示
す。鉄道では、増水による洗掘被害を受けやすい河川
橋梁の抽出に「洗掘採点表」が用いられてきた。これ
は河川橋梁の構造条件や河川環境条件のいくつかの

項目を採点形式で足し合わせ、110点未満の場合、洗
掘被害を受けやすい河川橋梁として抽出するもので
ある1）。2019年以降、鉄道総研が調査を行った洗掘
被災橋梁（10橋梁）、及び路線キロ程で10km以内の
同一の増水外力を受けたと考えられる無被害橋梁（13
橋梁）の合計23橋梁について、洗掘採点表を適用した。
その結果、110点未満の場合（14橋梁）、洗掘被災橋梁
を60％以上の確率で捉えることができた。一方、110
点以上の場合（9橋梁）、河口部で深い根入れを有する
ため点数は高いものの、緩い堆積層の根入れが増水時
に流出した洗掘被災橋梁が１件含まれたが、これ以外
は無被害であった（図4）。
　洗掘採点表により洗掘被害を受けやすい橋梁を抽出
した後、橋梁下部工の固有振動数から健全度診断を行
う「衝撃振動試験」により、河川橋梁の健全度の追跡
調査が可能となる2）（図5）。

図3　レジリエンス向上のための研究開発

図4　洗掘被害リスクを有する河川橋梁の抽出例（2019年以降）
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3.2　被災前の補強技術
　抽出された増水による被災リスクの高い河川橋梁は、
必要により粘り強い構造に変更する補強を行う。鉄道
総研では、既設基礎の耐震補強工法として、既設基礎
を鋼矢板（シートパイル）で囲み、これを既設フーチ
ングと結合する「シートパイル補強工法」を開発した3）

（図6（a））。シートパイル補強工法は、既設基礎の耐
震補強工法として開発したものであるが、河川橋梁の
洗掘被災リスク低減策としての利用も可能である。既
に橋梁・高架橋100基以上の補強事例を有する（例え
ば、図6（b）4））。なお、本工法は（株）大林組、日本製
鉄（株）との共同研究成果である。
　このほか、河川橋梁、河川沿いの盛土/谷埋め盛土
に対して、各種の降雨対策を提供し、導入支援を図っ
てきた（図7）。

（a）構造 （b）適用例

図7　河川橋梁、河川沿いの盛土/谷埋め盛土に対する降雨対策

図6　シートパイル補強工法

図5　衝撃振動試験
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3.3　早期復旧技術
　以下では、被災後の早期復旧技術として、盛土を例
に示す。鉄道総研では被災した盛土を、砕石を詰めた
鋼製のかご枠を使用して復旧する早期・強化復旧法を
開発した5）（図8（a））。本復旧法には、従来の復旧法よ
り工期を短縮しつつ耐降雨性を向上させた「かご枠工
による被災盛土の早期復旧法」と、かご枠の施工後に
地山補強材を追加施工し、耐降雨性とともに、耐震性
も向上させた「かご枠工による被災盛土の強化復旧法」
がある。従来、被災盛土を復旧する際、大型土のうを
被災箇所に積み上げ仮復旧として早期の運行再開を図
り、その後の本復旧で被災前の盛土構造に原状復旧す
るのが通常であった。しかしながら、仮土留め施工後
に大型土のうを撤去したり、盛土構造を再構築したり
するのに長い施工期間や多額の工事費を要していた。
これに対し、上記の早期復旧法は、大型土のうの代わ

りに砕石を詰めたかご枠を使用するため、耐降雨性を
向上させた本復旧構造である。仮土留めの施工や大型
土のうの撤去が不要となるため、施工期間と工事費の
削減が可能となる。さらに、運行再開後に地山補強材
を追加施工する上記の強化復旧法は、段階的に強化し
盛土の耐震性が向上する。強化復旧法は、令和元年東
日本台風（台風19号）で被災した盛土の復旧工事に採
用された（図8（b））。なお、本工法は、岡三リビック（株）、
小岩金網（株）、ライト工業（株）との共同研究成果である。

3.4　線状降水帯の発生に伴う降雨災害の課題
　最近の激甚化する降雨災害として、線状降水帯の発
生に伴う災害がある。線状降水帯は、次々と発生し
発達した雨雲（積乱雲）が列をなし、積乱雲群によっ
て、数時間にわたってほぼ同じ場所を通過、または停
滞することで作り出される。線状降水帯は、長さ50

（a）施工方法 （b）適用例

図8　かご枠工による早期・強化復旧法

図9　線状降水帯の発生に伴う降雨災害の課題
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～300km程度、幅20～50km程度の局地的な強雨を
もたらす6）。代表的な線状降水帯の発生による降雨災
害として、平成24年7月九州北部豪雨（2012年）、平
成29年7月九州北部豪雨（2017年）、平成30年7月豪
雨（2018年）や令和2年7月豪雨（2020年）などがある。
　これらの災害では、構造物の高さを超える高出水が
発生した。これは、河川橋梁においては流木等の流出
物が橋脚だけでなく、鋼桁に衝突することによって
外力の増加をもたらし、河川沿いの盛土/谷埋め盛土
においては土砂流出や浸透による強度低下をもたらし、
被害規模の拡大に繋がる可能性がある（図9）。これら
に対応するため、外力の増加や強度低下に対しては、
被災前の鉄道インフラの検査・診断技術や補強技術へ
の取り組みが必要であり、被害規模の拡大に対しては、
復旧時の早期復旧技術への取り組みが必要である。ま
た、これらの鉄道独自の取組みでは十分でないことが
想定され、従前以上に河川管理者との連携が求められ
る。

4．さらなるレジリエンス向上を目指して

　前章において、線状降水帯の発生に伴う災害に対す
る課題を示した。本章では鉄道インフラのさらなるレ
ジリエンス向上を目指した今後の取組みとして、「流
出物を考慮した河川橋梁の診断・補強技術」や、「土
砂流出や浸透による強度低下を考慮した河川沿いの盛
土/谷埋め盛土の診断・補強技術」のほか、「甚大な被
害規模の河川橋梁、河川沿いの盛土/谷埋め盛土の早
期復旧技術」の必要性を示す。また、従前以上に河川
管理者との連携が必要と考え、国が進める「流域治水」
に対応した取組みを示す（図10）。

4.1　流出物を考慮した河川橋梁、土砂流出や
浸透による強度低下を考慮した河川沿い
の盛土/谷埋め盛土の診断・補強技術の
取組み

　増水時の河川橋梁には、流水圧が作用し増水ととも

図11　流木等の流出物を考慮した河川橋梁の診断・補強技術

図10　さらなるレジリエンス向上のための取組み
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に流水圧は増加する。流水圧は形状係数のほか、流下
方向断面積に比例するが、流出物が橋梁橋脚に留まる
ことで、上述の抵抗面積が増加し急激に流水圧を増
加させる。平成29年7月九州北部豪雨（2017年）では、
過去最大級の流木等が流出し7）、その結果河川橋梁の
被害拡大に繋がったとも考えられている8）。このよう
に流木等の流出物が河川橋梁の被害を顕在化、拡大化
させる現象は、その流出物の定量化や流水圧の推定な
ど未解明な点が多い。今後これらを考慮した河川橋梁
の診断技術や、補強技術の構築のための研究開発が必
要と考えられる（図11）。
　構造物の高さを超える高出水は、盛土に対して土砂
流出や浸透による強度低下をもたらす。強度低下はさ
らに土砂流出を顕在化させ、被害拡大に繋がる。鉄道
総研では、LES乱流モデルを用いた流体計算と土砂の
3次元的な移動に基づく流体土砂境界の変動計算を連
成し、流体／地盤境界の変動解析手法を構築し、河川

内橋脚周りの洗掘量の評価を可能とした9）。しかしな
がら、浸透による地盤材料の強度低下は考慮されてな
い。そこで、土砂流出や浸透による強度低下を同時に
考慮した数値解析法の確立と、これを活用した河川沿
いの盛土/谷埋め盛土の診断技術や補強技術の構築の
ための研究開発が必要と考えられる（図12）。

4.2　甚大な被害規模の河川橋梁、河川沿いの
盛土/谷埋め盛土の早期復旧技術の取組み

　これまで鉄道インフラが甚大な被害を受けた場合、
定量的な診断ができないため、被災鉄道インフラを再
利用することは難しかった。最近の被災鉄道インフラ
の復旧事例では、被災した河川橋梁を診断し、被災鉄
道インフラを再利用、あるいは一部を再利用した場合
がある（図13）。甚大な被害規模の被災鉄道インフラ
を再利用し復旧した例は少なく、今後も継続して甚大
な被害規模の河川橋梁、河川沿いの盛土/谷埋め盛土

図12　土砂流出、浸透による強度低下を考慮した河川沿いの盛土/谷埋め盛土の診断・補強技術

図13　最近の被災鉄道インフラの復旧事例
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の早期復旧の診断・復旧技術の構築のための研究開発
が必要と考えられる。
　以下では、甚大な被害規模の河川橋梁を再利用し、
早期に復旧した例を紹介する10）。当該橋梁は橋脚天端
で上流側に500mm以上、沈下で500mm以上、傾斜
で95/1000傾く重篤な被害を受けた。復旧に向け被
害調査が重要となるが、増水時の洗掘によって発生し
た橋脚基礎の支持地盤の緩み領域の推定が必要であっ
た。ここでは、橋梁下部工の診断に用いる衝撃振動試
験により、上流側・下流側の鉛直振動の大きさの違い
から、回転中心を求めることで緩み領域の推定を行っ
た。上流側の基礎地盤の緩み領域の発生に伴い回転中
心は下流側に移動するが、鉛直載荷の位置とこの回転
中心のずれ量の大小で鋼桁や列車荷重の再載荷の可否

が分かれる。ここでは、両者のずれ量が小さいことか
ら緩み除去のための鉛直プレロード載荷によって上流
側に転倒しないことが明らかになり、したがって被災
橋脚の再利用が可能と判断した（図14（a））。水タンク
12tf（営業車の32％荷重）の鉛直プレロード載荷によっ
て緩み領域を締め固めた後、保守用車17 .5 tf、40tf

（それぞれ営業車の46％、113％荷重）による走行試験、
及びブレーキ試験を行い、走行安全性の確認を行った。
これらの結果から徐行による運転再開に繋げることが
でき、運行再開後、基礎を補強し徐行解除に至った（図
14（b））。2022年8月9日に当該河川橋梁が被災した
が、診断の結果、鋼桁及び橋脚の再利用が可能と判断
し、約4か月後の12月23日の早期に運転再開した。

（a）被災河川橋梁と緩み領域の推定

（b）被災河川橋梁の復旧方法

図14　甚大な被害規模の河川橋梁の早期復旧
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4.3　流域治水に対応した取組み
　「流域治水」とは、国土交通省が進める、気候変動
による降雨量の増加に対応した治水施策である。都市
部の河川のみならず全国の河川を対象とし、河川改修
等の整備を加速化すること、並びにステークホルダー
間の協働によって、被害対象を減じることに加え、被
害軽減や早期復旧を図るものである11）。このうち、河
川改修等の整備事業は、河川管理者と鉄道事業者の協
議により事業が進められる。河川と鉄道の交差部は、
川幅が狭い、あるいは河川橋梁の桁下が低いなど、増
水による被災リスクが存在する場合がある。河川管理
者や鉄道事業者が連携し、このような箇所の河川改修
事業を進捗させることが求められている。そこで、鉄
道事業者のための支援ツールとして、河川改修事例集
や選定表を整備する必要があるものと考えられる。
　河川と鉄道交差部の河川幅の増加や桁下空間を広げ

る方策として、「仮線や別線方式による河川橋梁の掛
け替え策」のほか、レールレベルは変えずに川幅を増
加させる方策として、「非開削工法による河川拡幅策」
が考えられる。このほか、桁下空間を増加させる方策
として、「沓座位置での河川橋梁の桁扛上策」、「河床
掘削し河川橋梁の基礎補強を行う方策」や、河川橋梁
の桁種について「上路桁を下路桁に変更する方策」が
考えられる（図15）。先に示した、鉄道事業者のため
の河川改修選定表を幅広く整備するには、ここで示し
た、新しい河川空間確保の改修工法（例えば、桁扛上策、
河床掘削し基礎補強を行う方策や、桁種変更策）の研
究開発が必要と考えられる。
　河川改修事業の一環として、河床掘削と河川橋梁の
基礎補強を行った例を紹介する12）。これは、河床掘削
し河川橋梁の基礎の支持力が低下した分を、シートパ
イル補強工法により基礎補強した例である（図16）。

図16　河床掘削と河川橋梁の基礎補強

図15　河川と鉄道交差部の河川改修方法
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5．おわりに

　本講演では、過去の降雨による鉄道インフラの被害
から得られた降雨災害の特徴を総括するとともに、鉄
道総研が取り組んできた鉄道インフラのレジリエンス
向上策を紹介した。さらに、最近の線状降水帯を伴う
災害に対する課題を挙げ、さらなるレジリエンスの向
上のための鉄道独自の取組みとして、診断・補強技術、
早期復旧技術の取組みのほか、河川管理者と鉄道事業
者の連携として、国が進める「流域治水」に対応した
取組みについて示した。
　具体的には、線状降水帯の発生に伴う構造物の高さ
を超える高出水が要因となって、河川橋梁及び河川近
傍の盛土の被害を拡大させる可能性が高いとし、「流
木等の流出物と河川橋梁」、「土砂流出や浸透による強
度低下と盛土」の関係を明らかにする診断・補強技術
の構築のための研究開発の必要性を示した。また、「流
域治水」に対応した河川改修事業を進捗させるための
鉄道事業者の支援ツールとして、河川改修事例集や選
定表を整備する必要があるとした。このうち、河川と
鉄道交差部の新しい河川空間確保の改修工法（例えば、
桁扛上策、河床掘削し基礎補強を行う方策や、桁種変
更策）の研究開発の必要性も示した。これらの取組み
を進捗させることで、鉄道インフラのさらなるレジリ
エンス向上策に繋がるものと考えられる。
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